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 １ 論文題目（英文の場合は，和訳を付記すること。） 
    原子力利用を巡る社会的問題解明のための意識構造分析手法の構築      
                                        
                                        
 
 ２ 要  旨（和文 2,000 字程度又は英文 800 語程度にまとめること。） 
 本研究では、原子力利用によって生じる社会的な問題に対する分析手法の構築を目指
した。そして、構築した手法を適用して、福島事故後の原子力を巡る状況について探求
した上で、原子力利用を巡る社会的な問題の解決に向けた方途について検討した。     
 まず、意識調査に着目し、問題を分析する手法として活用するために求められる要点
を示した。そして、首都圏住民と原子力学会員に対して、福島事故前後 3 年の計 6 年に
及ぶ継続意識調査を行った。福島事故後、市民の中に今後の原子力利用の在り方を巡る
意識に顕著な意見相違が表出した。民意の正確な把握と実効的な反映がなければ、原子
力利用に活路は開けなくなりつつある。意識調査による実証情報に基づいて、福島事故
後の原子力を巡る状況を明らかにした上で原子力利用の在り方について考究していくこ
とが本研究の特徴である。以下に、本研究の構成を示す。                          
 第 2 章で本研究の位置付けを明確にするために福島事故前後に分けて、社会状況の経
緯と絡めて、科学技術と社会の関係性研究の動向について整理した。従来までの関連研
究では、社会的な問題に対する分析不足が否めず、その改善には確実に計画・設計され
た意識調査を実施した上で問題や状況の分析に必要な情報を得ること、同時にそれを得
るための方法（質問項目の選定など）についても検討することが必要なことを示した。
 そこで、第 3 章では福島事故前の原子力を巡る市民意識や社会状況を読み解くために
必要な情報を俯瞰的に収集し、整理した。                     
 第 4 章では、第 3 章で示した問題分析のために必要な要件に対する実証として 2006 
年 11 月の、市民（首都圏住民）を対象にした意識調査の結果をまとめた。そして、社会
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的な問題は意識変動に関わることを示した。これまでの知見から質問項目を設定すると
共に、市民と原子力関係者の意識を継続的に調査し、経年変化を追う必要性を指摘した。
 第 5 章では、2009 年から 2014 年までに 1 年間隔で実施した継続意識調査の結果をま
とめた。この継続意識調査では、市民と原子力関係者の意識の経年変化を追い、両者の
意識変動とその差異を知ることで、原子力利用の今後の方向性に関する検討に資する情
報を得ることができた。そして、調査の間に発生した福島事故は、両者の意識にも影響
を及ぼし、原子力に対する否定的な意識を増加させた。福島事故後 3 年間の両者の変動
を見ることで、両者の今後の変動を予測可能な状態となるに至った。         
 福島事故前後数年に及ぶ継続意識調査結果から、市民の大勢は福島事故によって衝撃
を受けてはいるものの再稼働については容認する姿勢を示していること、一方で新増設
には抵抗を示す可能性が高いことを明らかとした。その上で、福島事故後の原子力を巡
る社会的な問題の解決に向けた方途について考究した。                            
 ここにおいて、福島事故後の状況変化に原子力発電所の事故の実感があり、リスクへ
の言及が必須となる。そこで、リスクを行為の是非・選択によって生じる望ましくない
結果の可能性と再定義することで、その是非判断には行為全体を巡る価値判断に基づく
ものであることを基調とした判断過程が浮かび上がる。その行為は社会的な行為であり、
是非の如何は社会を形成する集団（公衆）に影響する。そこから、行為の遂行によって
損害を被る可能性のある者らの“決意や覚悟”とする感情・心情が重要となる。それを
醸成するには社会的な政策決定過程への市民の参画が重要な役割を成す。その実現には、
市民と原子力関係者の意識改革が重要な役割を担うことを示唆した。         
 第 6 章では、福島事故後の原子力を巡る社会的な問題の解決に向けた意識変革の要点
として、リスク概念と合意形成の方法論を題材に両者の意識改革の方向性を補強した  
 第 7 章では、本研究で得られた成果と今後の課題に言及し、まとめとした。他の科学
技術によって生じる問題には個々の科学技術ごとに固有の特性に依存する部分もある
が、問題に共通する部分が存在する。そして、共通する部分に問題の中核が主にあるこ
とに鑑みれば、構築した方法論は科学技術全般を巡る社会的な問題に対する一般的な分
析方法となりうる。当該科学技術を社会に実装する際、あるいは実装後に表出した社会
的な問題に対応するための基礎情報として、問題の対応に寄与するものである。       
 これは、社会的な問題の特徴を、社会を構成する者がどのように問題を意味づけるか
によって問題自体が明確化されるとした考え方を基本としたことによる効果である。最
後に、本研究は福島事故後の対応について考究したが、それを実行することを目指した
ものではない。今後も、市民を中心に意識動向の調査・分析が必要である。           
